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Working Report

第六次環境基本計画の基本的考え方・構成
※第六次環境基本計画の概要(環境省)を参照し作成

環境の危機(「地球沸騰化」等)
様々な経済・社会的課題への対処の必要性

「環境保全」を通じた「現在及び将来の国民一人一人の
生活の質、幸福度、ウェルビーイング、経済厚生の向上」、
「人類の福祉への貢献」

循環共生型社会
「循環」：自然界の健全な物質循環の確保
                      地下資源依存から「地上資源基調」へ
                      環境負荷の総量を削減し、更に良好な環境を創出

「共生」：人類が生態系の健全な一員に
                     プラネタリー・ヘルス、 同心円の関係

将来にわたって「ウェルビーイング/高い生活の質」
(市場的価値＋非市場的価値)をもたらす「新たな成長」

● 科学に基づく取組のスピードとスケールの確保
● ネット・ゼロ、循環経済、ネイチャーポジティフﾞ等の
   施策の統合･シナジー
● 政府、市場、国民(市民社会・地域コミュニティ)の共進化
● 地域循環共生圏の構築による「新たな成長」の実践･実装
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第一次環境基本計画策定(1994年)から30年と

いう節目の年に策定された第六次環境基本計画

(2024年5月21日閣議決定、今回で5回目の改定)

は、“本計画は強い「危機感」に基づいている。”とい

う一文で始まります。人類の活動が、地球の環境収

容力(プラネタリー・バウンダリー)を超えつつあり、現

状の経済社会システムの延長線上での対応では限

界があり、変革しなければならないことを強く訴えて

いるものです。

そして、この危機を克服するためには「変え方を変

える」必要があり、環境政策を起点として経済・社会

的な課題をカップリングして同時に解決していくことを

目指すため、最上位の目的を「現在及び将来の国民

一人一人の生活の質、幸福度、ウェルビーイング、経

済厚生の向上」に置く、としています。環境基本法第

1条に定める目的を現在の文脈で再定義し、その実

現を目指すことによって、自然資本(環境)の維持・回

復・充実を基盤としつつ、国民が希望を持って、環

境、経済、社会を取り巻く諸課題を解決し、市場的

価値と非市場的価値を引き上げる「新たな成長」の

実現を図ろうとするもので、第六次計画の大きなポイ

ントといえるでしょう。

この方針の下、第六次計画では、目指すべき持

続可能な社会の姿として、第五次計画で示した「循

環」と「共生」の考え方をさらに発展させた「循環共生

型社会」の構築を掲げます。地下資源への依存を下

げ地上資源を主体とする資源循環を進める、環境

負荷の総量を減らし自然資本の回復・充実と持続

可能な利用を図る等の「循環」と、地球と人の健康を

一体的に捉えるプラネタリー・ヘルスの考え方を重視

し、人が生態系の健全な一員となる等の「共生」の

実現により、環境収容力を守り環境の質を上げること

によって成長・発展できる文明の構築を図るもので

す。地域循環共生圏(地域資源を活用した自立・分

散型社会)を「新たな成長」の実践・実装の場として

発展させることにも言及しています。

具体的な政策の展開については、環境・経済・社

会の統合的向上の高度化のための6つの横断的な

戦略と、気候変動対策等の個別分野の重点的施策

を提示しています。2030年頃までに行う選択や対策

は、現在から数千年先まで影響をもつ可能性が高い

と指摘されており、今後、この「勝負の2030年」に対

応するため、十全性(スピードとスケール)をもって政

策を具体化・実現していくことが求められます。

現下の危機は、気候変動、生物多様性の損失、

汚染の「3つの危機」とも表現されています。当社は、

社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタントとし

て、3つの危機に対処するための調査・分析、予測・

評価から、計画、対策・管理に至るまで、総合的に

サービスを提供してきました。地域循環共生圏づくり

や、TCFD、TNFDの情報開示支援にも取り組んでい

ます。危機を克服し、今後を「希望が持てる30年」と

するために大きく貢献したいと考えています。
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環境創造研究所 化学部門 是澤 裕二

第六次環境基本計画が目指す循環共生型社会
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お部屋の健康診断

PCR検査法によるDNA診断

綿棒でふき取って送るだけ(送料無料)
お客様の状況に合わせた診断
プランを用意しております。

ホコリや汚れの中に存在する
ダニ・花粉・カビ・バクテリア・
トコジラミ・ヒゼンダニのDNA
量を測定して、お部屋の衛生
状態を評価します。

https://lifecare.ideacon.co.jp/

お申し込みは、Webショップから

そのほかにも身近な問題や
課題を解決するさまざまな
サービスを提供いたします。

食品の栄養成分分析
水道水に関わる

水質分析
土壌環境の

コンサルティング
PCB分析

診断報告書例

CORPORATE DATA
社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント
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事業内容

■建設コンサルタント事業
河川・海岸・港湾・道路・橋梁の整備・保全、交通・都市・地域計画、防災・減災対策

■環境コンサルタント事業
環境調査、環境評価・環境計画、自然環境の保全・再生・創造、環境化学分析、環境リスク評価、
廃棄物・有害化学物質対策、食品分析、衛生検査、生命科学

■情報システム事業
情報基盤の構築支援、防災・減災システム開発、気象・健康・生活情報の提供・配信

■海外事業
インフラマネジメント、環境保全・創出
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